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序　　　　　文

マレイシアは 1988年以降 1997年まで、平均7％以上の高度成長を遂げてきたが、その一方で重

度の労働災害・職業性疾病が増加傾向にある。これに対して同国は、国家計画で労働安全衛生プ

ログラム（特に運輸、製造、建設分野）の拡充と、国立労働安全衛生センター（NIOSH）の機能強化

を定め、労働安全衛生法に基づいて同セクターの強化を計画してきた。

こうした状況の下、マレイシア政府は、NIOSHの研修並びに研究機能を向上させ、政府関連機

関、民間企業、工場等における労働安全衛生の改善を図るためのプロジェクト方式技術協力を、我

が国に要請してきた。

これを受けて国際協力事業団は 1997年以降、各種調査を重ねてプロジェクトの準備をしてきた

が、今般、2000年 10月 4日から同20日まで、労働省労働基準安全衛生部国際室長　佐々木 元茂 氏

を団長とする実施協議調査団を現地に派遣し、プロジェクト開始のための協議・調査を行った。こ

の結果、2000年 11月 15日から 5年間にわたって「マレイシア労働安全衛生能力向上計画」を実施

することになった。

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの展開に

広く活用されることを願うものである。

ここに、本調査にご協力頂いた外務省、中央労働災害防止協会、在マレイシア日本大使館など、

内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第で

ある。

平成 12年 11月

国際協力事業団

理事 泉　堅二郎
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1.　実施協議調査団の派遣

1－1 調査団派遣の経緯と目的

マレイシアは 2020年の先進国入りを国家目標に掲げて、第 1次産業依存型から工業立国への転

換を進め、1988年から 1997年まで、平均 7％以上の高度経済成長を遂げてきた（ただし 1998年に

は、アジア経済危機の影響で、1人当たりGNPが前年の4,284米ドルから3,013米ドルに低下した）。

こうしたなかで同国は、第7次マレイシア計画（1996～ 2000年）で、産業の高度化、生産性の向上

と多様化の推進並びに資本財及び中間財の国内生産比率を高める方向に転換し、経常収支の改善、

人材不足の解消、産業構造の強化を図りつつ、中進国としての国際競争力の維持・強化をめざし

ている。

こうした著しい発展・工業化の一方、マレイシアの労働安全衛生対策は立ち遅れており、80年

代後半から労働災害・職業病が増加傾向にある。UNDPと ILOの調査（1988年）によると、労働災

害による障害は年間 8万人、重度障害 3,000人、死亡は 600～ 800人とされており、その損失は少

なくとも年間 3億リンギット（約 97億円）と推定されている。

こうした状況の下、マレイシア政府は労働安全衛生の確立が不可欠であると認識し、国立労働

安全衛生センター（NIOSH）の研修・研究機能を向上させ、政府関連機関、民間企業、工場等にお

ける労働安全衛生の改善を図ることを目的として、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請し

てきた。

これを受けて国際協力事業団は、1997年 1月に基礎調査団を派遣し、労働安全衛生分野でプロ

ジェクト方式技術協力を実施する可能性を検討するための基礎資料を入手し、続いて 1999年 9月

には事前調査を実施して、要請内容の確認、マレイシア側実施体制等の現状確認及び日本側協力

内容の策定を行った。

今般、これらの調査結果を踏まえ、マレイシア側とプロジェクト実施に係る協議を行って、討

議議事録（Record of Discussions: R/D）の署名を取り交わし、合意内容を確認することを目的として、

実施協議調査団を派遣した。

同調査団の調査目的は次のとおりである。

（1）事業事前評価表の作成：マレイシアの中小企業労働安全衛生改善に関する基礎情報を収

集・分析し、事業事前評価表を作成する。

（2）プロジェクト実施のマスタープランの協議及び合意：事前調査で協議したマスタープラン

案を基に、最終的なマスタープランを再度協議し、その内容を確定してR/Dに記載のうえ、署

名・交換をする。
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（3）TSI、PDMの協議及び合意：事前調査において協議した暫定実施計画（Tentative Schedule of

Implementation: TSI）案、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）案の最終確認を行い、

その内容を確定してミニッツに添付する。

（4）初年度、次年度計画の協議：協力開始年度及び次年度の活動・投入計画を協議し、双方で

必要な準備作業を確認する。

（5）マレイシア側実施体制の再確認：マレイシア側のプロジェクト実施体制について再確認し、

留意事項等があれば整理する。

1－2 調査団の構成

（1）総括（団長）

佐々木　元茂 労働省　労働基準局　安全衛生部　国際室長

Mr. Motoshige Sasaki, Leader, Director of International Office, Industrial Safety and Health Department,

Labour Standard Bureau, Ministry of Labour

（2）団員（健康管理）

松野　裕 中央労働災害防止協会　国際安全衛生センター　副所長

Mr. Yutaka Matsuno, Health Control, Deputy Director, Japan International Center for Occupational

Safety and Health, Japan Industrial Safety and Health Association

（3）団員（労働衛生工学）

棗田　衆一郎　　中央労働災害防止協会　労働衛生調査分析センター　技術開発課　係長

Mr. Shuichiro Natsumeda, Industrial Hygiene, Section Chief, Technology Development Division,

Occupational Health Research and Development Center, Japan Industrial Safety and Health Association

（4）団員（協力企画）

梅木　哲 国際協力事業団　社会開発協力部　社会開発協力第一課

Mr. Satoshi Umeki, Cooperation Planning, Staff, First Technical Cooperation Division, Social

Development Cooperation Department, JICA

（5）団員（事業事前評価調査）

西村　邦雄 CRC海外協力株式会社コンサルタントグループ主任研究員

Mr. Kunio Nishimura, Preliminary Project Evaluation, Assistant Senior Consultant, Consultant Group,
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CRC Overseas Cooperation Inc.

1－3 調査日程

日順 月　日 工　程 調査事項等

コンサルタント団員

1 10月 4日（水）10：30 成田発 MH-089便

16：35 クアラルンプール着 HOTELへ直行、チェックイン

2 10月 5日（木） AM JICA事務所で打合せ 事務所としてのNIOSHプロジェクトへの取り組み

マレイシアにおける人材資源開発分野への協力方針

PM 経済企画庁（EPU）人的資源開発局訪問 国家計画における労働安全衛生センター（NIOSH）の位置

づけ

労働安全衛生分野における他国の支援状況　ほか

3 10月 6日（金） AM 人的資源省労働安全衛生局（DOSH）訪問 人的資源省における労働安全衛生関連計画

NIOSHを含む同省傘下の労働安全衛生施設の概要、投入

計画

NIOSH訓練機材購入・設置計画　ほか

PM 社会保障機構（SOCSO）訪問 労働安全衛生統計の収集、マレイシア国内での職業病状

況調査

4 10月 7日（土） （資料整理）

5 10月 8日（日） （資料整理）

6 10月 9日（月） AM 労働安全衛生センター（NIOSH）訪問 プロジェクトへの投入計画、プロジェクト実施の妥当性

に係る調査

PM 労働安全衛生センター（NIOSH）訪問 PDM見直し案に係る打合せ

官団員（10月 10日以降 16日まではコンサルタント団員も同一スケジュール）

6 10月 9日（月）10：30 成田発 MH-071便

18：35 クアラルンプール着 HOTELへ直行、チェックイン

7 10月 10日（火） AM JICA事務所打合せ 調査方針の説明

AM 日本大使館表敬 調査方針の説明

AM UNDP事務所訪問 UNDPプロジェクトに関する意見交換等

PM 経済企画庁（EPU）表敬 調査方針説明

8 10月 11日（水） AM 人的資源省労働安全衛生局（DOSH） 日程確認、調査方針説明、プロジェクト実施に係る協議

PM 労働安全衛生センター（NIOSH） 日程確認、調査方針説明、プロジェクト施設視察

9 10月 12日（木） AM 労働安全衛生センター（NIOSH） PDMに係る協議

PM 労働安全衛生センター（NIOSH） TSIに係る協議

10 10月 13日（金） AM 労働安全衛生センター（NIOSH） 供与機材に係る協議

PM 労働安全衛生センター（NIOSH） R/D、ミニッツ内容に係る協議

11 10月 14日（土） AM 労働安全衛生センター（NIOSH） R/D、ミニッツ内容に係る協議

PM 団内打合せ

12 10月 15日（日） 団内打合せ

13 10月 16日（月） AM 人的資源省労働安全衛生局（DOSH） R/D、ミニッツ最終確認

AM R/D、ミニッツ署名・交換

PM 日本大使館、JICA事務所報告 帰国報告概要の提出

14 10月 17日（火）11：00 クアラルンプール発 MH-070便

19：00 成田着

コンサルタント団員

14 10月 17日（火） 人的資源省労働安全衛生局（DOSH） 補足調査

｜ ｜ 労働安全衛生センター（NIOSH）他

16 10月 19日（木）

17 10月 20日（金）11：00 クアラルンプール発 MH-070便

19：00 成田着
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1－4 主要面談者

（1）総理府経済企画庁（EPU）

Mr. K. Thillainadarajan Principal Assistant Director, External Assistance Section

（2）人的資源省（MHR）

Mr. Syed Huhammad Abdul Kadir Secretary General

Ir. Haji Abu Bakar Che'Man Director-general, DOSH

Ir. Mohtar Musri Deputy Director, DOSH

（3）国立労働安全衛生センター（NIOSH）

Ir. Dr. Johari Bin Basri Executive Director

Dr. Sulaiman M. Nawawi Manager, Occupational Health Division

Mr. Mohd. Arif Baba Senior Chemist, Industrial Hygiene Division

Dr. Jalaluddin Dahalan Manager, Ergonomics Division

Mr. Fdzlul Haq Abd Razi Manager, Information Technology & Dissemination Div.

Ms. Hajjah Maimunah Hj Khalid Manager, General Safety Division

Ms. Asiah Jaffar Manager, Training Division

Dr. Sulaiman M. Nawawi Manager, Occupational Health Division

Mr. Mohd Arif Baba Senior Chemist, Industrial Hygiene Division

Ms. Nurul Hidayah Chuah Abdullah Chemist, Industrial Hygiene Division

（4）社会保障機構（SOCSO）

Mr. Paguman singh Director, Corporate Div

（5）国際連合開発計画（UNDP）

Joyce Yu Deputy Resident Representative

Tam Pham Programme Officer, Human Development Unit

（6）在マレイシア日本大使館

前田　　徹 一等書記官 経済部長

香月　英神 一等書記官
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（7）JICAマレイシア事務所

岩波　和俊 所　長

寺西　義英 次　長

吉田　ひとみ 所　員
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2.　要　約

「マレイシア労働安全衛生能力向上計画」実施協議調査団は、事前調査の調査結果を踏まえて準

備した討議議事録（R/D）及び暫定実施計画（TSI）案に沿って、本プロジェクトのマレイシア側実施

機関である人的資源省労働安全衛生局（DOSH）、国立労働安全衛生センター（NIOSH）ほか関係機

関との間で協議を行った。その結果、マレイシア側の実施体制等を確認し、R/Dの署名を取り交

わすとともに、、TSIを含む双方の確認事項をミニッツに取りまとめて署名・交換を行った。

本プロジェクトの実施についての経緯及び合意された内容の概略は以下のとおりである。

（1）プロジェクト名称と技術協力の概要

労働安全衛生能力向上計画（英文名称：The Project for the Capacity Building of National Institute

of Occupational Safety and Health in the field of Occupational Safety and Health）で合意した。日本

側は事前調査で合意したプロジェクト名称（中小企業労働安全衛生改善計画）を提示したが、

マレイシア側よりプロジェクトの目標はNIOSHの機能強化が中心であり、プロジェクト名称

にNIOSHの機能強化を加えたいとの意見があり、検討した結果、これを妥当として名称を変

更した。プロジェクトの対象については、大企業を含むすべての企業であり、その中でも特

に中小企業に配慮したものであることを双方で確認し、その旨ミニッツに記載した。

なお、R/Dで合意されたプロジェクト活動の目標と期待される成果は、以下のとおりであ

る。

1） 上位目標

マレイシアの製造業、建設業における労働災害及び職業病が減少する。

2） プロジェクト目標

国立労働安全衛生センター（NIOSH）の機能（技術支援、人材開発、情報収集と提供）が向

上する。

3） 成　果

a） 技術支援機能：①作業環境の管理技術が習得される、②職業病及び作業関連疾病の予

防体制が改善される③人間工学的見地から作業管理システムが改善される

b） 人材育成機能：①労働安全衛生（OSH）訓練プログラムが改善される

c） 情報提供機能：①労働安全衛生意識向上のための情報収集機能と情報提供機能が充実

される、②政策策定に必要な情報提供が強化される

（2）協力期間

2000年 11月 15日から 2005年 11月 14日まで（5年間）で合意した。
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（3）関係各省表敬の概要

総理府経済企画庁（EPU）、DOSHともに、「マレイシア国内における労働安全衛生に係る対

策を講じることは急務になっており、そのためのNIOSHの強化は必須である」旨の発言があ

り、日本の協力を期待しているとの意見が述べられた。

（4）マレイシア側実施体制

1） 人的資源省側の管理体制として、プロジェクトディレクターにDOSH局長、プロジェク

トマネージャーにNIOSH所長を指定した。また、副プロジェクトマネージャーをDOSH、

NIOSHより各 1名指定し、ミニッツに記載した。

2） 合同調整委員会の議長をプロジェクトディレクター（DOSH局長）とし、マレイシア側メ

ンバーをDOSH課長、NIOSHの各課長等とした。

3） 運営委員会の議長をプロジェクトマネージャー（NIOSH所長）とし、マレイシア側メン

バーをNIOSHの各課長、事務部門の責任者等とした。

（5）R/D署名者

日本側は当初のR/D案では事前調査ミニッツと同様、DOSH局長、日本側調査団長の2名と

することを検討していた。しかし、マレイシア側より、NIOSH所長も署名者として加えたい

旨の要望があり、調査団出発前に各省会議等で検討した結果、加えることを可とする方針と

した。最終的にはこの 3名が署名者となった。

（6）マレイシア側投入

1） カウンターパートの配置については、プロジェクトディレクター、プロジェクトマネー

ジャーをはじめとする25名に加え、事務職員2名を加えた計27名のカウンターパート予定

者をミニッツに記載した。ただし、カウンターパートとはするものの、現状では氏名を特

定できない役職があることから、ミニッツには役職名のみの記載とした。

2） マレイシア側プロジェクト予算は、基本的にNIOSHの予算で手当すべきことと説明し、

理解を得た。

3） 専門家の着任後、プロジェクト活動を行うことができる場所の確保をマレイシア側に申

し入れたところ、NIOSHの 1階を提供する旨の説明があり、その場所を確認した。

（7）日本側費用負担

1） R/D上においては先方負担となっている事項のうち、専門家の自宅の提供については、日

本側において措置することとし、運営費用のうち、国際電話の料金、専門家の国内出張旅
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費等は、運用上、日本側負担で対応する旨説明した。

2） 機材供与については、総額で約1億 5,000万円が上限である旨説明した。ただし、年度ご

との供与額については、日本側の予算計画により決定すること、及びその調達方法につい

ては、アフターケア等を考慮して、可能な限り現地調達とすることを説明し、マレイシア

側の理解を得た。

（8）協力内容の確認

1）「（1）プロジェクト名称」においても触れているとおり、プロジェクトの目標はNIOSHの

機能強化を主とするものであり、その成果がDOSH等の行政機関へ反映されるべきもので

あること、また、対象とする範囲は中小企業に限定するものではなく、中小企業にウエイ

トを置きつつ、大企業をも含むすべての企業を対象とすることを双方で確認した。

2） 協力期間、マレイシア側投入、日本側投入及び技術協力の内容に係るスケジュールにつ

いては、TSIを作成して双方合意し、ミニッツのAppendix I、IIとして記載した。長期専門

家の派遣については、プロジェクト開始日である 2000年 11月 15日より派遣する予定で準

備を進めていることをマレイシア側に説明した。また、供与機材については、2000（平成12）

年度から調達することが可能であることを説明した。

3） PDMについては、事前調査でPCMワークショップを開催して問題分析を行い、その結果

をPDMとして取りまとめていたが、プロジェクト目標が大きく、成果等も漠然とした内容

であった。そこで、事前調査における問題分析の結果を尊重しつつ、プロジェクト活動の

実態に即した内容に修正した案を日本側で作成し、マレイシア側に提示のうえ、説明を

行ったところ、一部修正はあったものの、大筋でマレイシア側の理解が得られ、ミニッツ

のAppendix VIとして記載した。

（9）先方政府に依頼した事項

専門家要請書（A1）については、プロジェクト開始日（2000年 11月 15日）から長期専門家を

派遣する予定であることから、10月中の提出を求め、研修員要請書（A2A3）及び機材要請書

（A4）については、専門家着任後に双方で検討したうえで提出することを先方に依頼し、ミ

ニッツに記載した。

（10）UNDPとの連携

UNDPに 2001年 1月よりDOSHを中心とした協力を行う予定があり、JICAプロジェクトと

協調しながら協力を行いたい旨の要望があったことから、UNDPマレイシア事務所を訪問し

て意見交換を行い、相互に連携していくことを確認した。具体的な連携内容は、プロジェク

ト開始後に双方で協議することとなった。
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3.　討議議事録の交渉経緯

3－1 交渉経緯及び主要協議事項

3－ 1－ 1 これまでの交渉経緯

実施協議に至るまでに、1997年 1月に基礎調査団の派遣が、1999年 9月に事前調査団の派遣

が行われた。

（1）基礎調査

基礎調査は、マレイシア側よりクアラルンプール市南 30kmのBangi地区に所在する国立

労働安全衛生センター（NIOSH）において、労働安全衛生分野の指導者の養成・研究能力の

向上及びその普及を通じて、政府関連機関、地元企業、工場などにおける労働安全衛生の

改善をめざすといった内容の要請を受け、プロジェクト方式技術協力の可能性を検討する

ための基礎資料を収集することを目的として行われた。

マレイシアの国家計画における労働安全衛生分野の位置づけ、同国内の安全衛生に関す

る背景、労働安全衛生行政及び行政組織、民間における労働安全衛生活動等を調査し、そ

の結果及び問題点を以下のようにまとめている。

1） 経済の急成長に伴う労働災害の多発により、行政、労使などの関係者が労働災害防止

の必要性を訴えている。

2） NIOSHの活動は初期段階で、訓練分野に関しては計画の策定を開始しているものの、

研究分野の計画は明確となっていない。

3） 協力要請内容が広範囲で、現時点では協力可能な範囲を決定するのが困難である。

4） NIOSHは独立採算となっているが、今後、研究等の活動拡大を図るためには確かな財

源を確保する必要がある。

5） 労働安全衛生行政については、労働安全衛生局（DOSH）とNIOSHとの間で政策的な一

体性が保てるかどうかは明確ではない。

6） 他の労働安全衛生に関する協力との重複を避ける必要がある。

（2）事前調査

マレイシア側要請が採択されたことを受けて、実施機関（DOSH、NIOSH）及び関係機関

と協議を行い、プロジェクトの背景及び要請内容を確認するとともに、プロジェクトの基

本計画案を策定した。主な合意事項は以下のとおりである。
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1） 総括事項

a） プロジェクト名称：中小企業労働安全衛生改善計画

b） プロジェクト実施機関：R/D締結後 5年間

c） プロジェクト総括責任者：DOSH局長

d） プロジェクト責任者：NIOSH所長

e） プロジェクト副責任者：DOSH、NIOSHより 1名ずつ

f） プロジェクトサイト：NIOSH、DOSH

2） 日本側投入計画

a） 協力分野

ア . プロジェクト各段階（初期、中期、後期）における調査の実施

イ . 有害物質に係る作業環境の改善（有害物質の特定、サンプリング、分析、評価、対

策）

ウ . 人間工学的技術の導入

エ . 産業医の訓練（職業病の特定、労働者の健康管理技術の改善等）

オ . Occupational Hygiene Techniciansの訓練

カ . 産業看護婦と臨床検査技師の訓練

キ . 中小企業向け研修プログラムの改善

b） 長期専門家派遣

チーフアドバイザー、業務調査員、健康管理／人間工学、労働衛生工学、各 1名

c） 短期専門家派遣

年間 3～ 4名程度

d） 研修員受入れ

年間 3～ 4名程度

e） 機材供与

配賦予算内で必要性にかんがみる供与

3） マレイシア側投入計画

a） カウンターパート人員の配置

日本側協力分野に専任職員を最低 2名ずつ

b） 事務職員の配置

c） プロジェクト運営予算の確保

4） 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee）の設置

a） 機　能

年間事業計画の策定、事業進歩状況の確認、目標達成度の評価等
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b） 委員構成

ア . マレイシア側

DOSH局長（委員長）、DOSH副局長、NIOSH所長、NIOSH各課長、ほかに委員長

任命者

イ . 日本側

長期専門家、JICAマレイシア事務所長、ほかに調査団員等

（日本大使館：オブザーバーとして参加）

要約すると以上のとおりであるが、協力分野の策定については PCMワークショップを開催

し、参加型計画手法によりマレイシアにおける労働安全衛生について関係者分析、問題分析、目

的分析を行い PDMを作成した。1998年 10月に、先方の要請内容を確認するためにNIOSHに派

遣された佐々木個別短期専門家による調査で、先方の要請分野は、①労働衛生工学（作業環境測

定、局所排気装置等）、②人間工学、③有機溶剤作業に関連した健康診断、の労働衛生 3分野に

絞り込まれているが、PDMを作成することにより、プロジェクト目標を明確にしたうえで、我

が国協力範囲を確認するとともに、プロジェクトの協力成果がどのように現場に反映されるか、

また、法規に反映されるかを、先方関係機関と協議して明確にした。

3－ 1－ 2 主要協議事項

日本・マレイシア双方の投入を含めたプロジェクト運営体制については、今回の調査による

協議内容を取りまとめて討議議事録（R/D）及びミニッツに記載したが、その中でも特に重要と

思われる次の 3点について主要協議事項として記載する。

（1）プロジェクトの対象

今回の調査で、プロジェクトの目標とするところはNIOSHの機能を強化することを主と

するものであり、その成果がDOSH等の行政機関へ反映されるべきものであることを日本・

マレイシア双方で協議のうえ、確認した。また、プロジェクトの対象範囲については、プ

ロジェクト名称を協議した際に、マレイシア側より「中小企業に限定した活動を行うことは

困難が伴う。プロジェクトが行う対象は、大企業を含むすべての企業であり、その中でも

特に中小企業に配慮したものである」旨の意見が述べられた。日本側も本調査団出発前にこ

の問題は論議されており、マレイシア側意見と同様であることから、本合意内容をミニッ

ツに記載した。

（2）技術協力の内容

技術協力内容の詳細については後述することとなるが、その内容及びスケジュールにつ
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いては、日本側で作成した暫定実施計画（TSI）を提示して協議を行い、ほぼ日本側原案どお

りで合意し、ミニッツAppendix I、IIとして記載した。当面、日本側で予定している事項と

して、長期専門家の派遣は4名全員をプロジェクト開始日の11月 15日から派遣する予定で

準備を進めていること、供与機材については、2000年度より調達することが可能であるこ

との 2点についてマレイシア側に説明し、了解を得た。

（3）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

PDMについては、事前調査においてPCMワークショップを開催して問題分析等を行い、

その結果をPDMとして取りまとめていたが、そのめざす方向としては正しいものの、プロ

ジェクト目標が大きく、成果等も実際にプロジェクト活動を行っていくうえでは漠然とし

たものであった。そこで、事前調査における問題分析等の結果を尊重しつつ、プロジェク

ト活動の実態に則した内容を調査団出発前に日本側で検討し、修正PDM案を作成した。修

正PDM案をマレイシア側に提示のうえ、内容説明を行ったところ、指標入手手段等の一部

修正を除き、マレイシア側の理解が得られ、ミニッツAppendix VIとして記載した。

3－2 調査結果

3－ 2－ 1 上位計画

第6次マレイシア計画（1991～ 1995年）では、労働災害防止、労働安全研修及びその情報提供

を目的として 1992年、国立労働安全衛生センター（National Institute of Occupational Safety and

Health: NIOSH）が設立された。また、1994年、労働安全衛生法（Occupational Safety and Health Act

1994）が制定され、商業や金融等を含めたあらゆる業種に対し労働安全に関する規制を拡大する

とともに、安全衛生委員会や安全衛生管理者の設置等、自主的な安全衛生管理を進めるための

制度が導入された。

第 7次マレイシア計画（1996～ 2000年）では、①労働安全衛生プログラム（主として運輸業、

製造業、建設業）の拡充、②NIOSHによるビル建設、化学薬品利用、火災危険等の安全規則に

関する研修の実施等が計画された。

現在策定作業が行われている第8次マレイシア計画（2001～ 2005年）では、労働安全衛生法に

基づく労働安全衛生の啓発を全国的に展開するためのNIOSH地方センターの設置、またWISE

（Work Improvement for Small-sized Enterprises: ILOが開発した低コスト負担で行う小規模事業場

向け作業改善プログラム）を実施すべく準備を進めている。

これらのマレイシア国家計画の下で人的資源省労働安全衛生局では、マレイシア国内企業の

労働安全衛生環境の改善及び啓発等のためにNIOSHの機能向上が必須であると考え、本プロ

ジェクトが実施されることになった。
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3－ 2－ 2 プロジェクト実施体制

（1）プロジェクト名称

労働安全衛生能力向上計画（英文名称：The Project for the Capacity Building of National

Institute of Occupational Safety and Health in the field of Occupational Safety and Health）で合意

した。日本側は事前調査の名称と同様のプロジェクト名称とすることを対処方針としたが、

調査団派遣前の会議等でプロジェクト名称に中小企業を冠することについては疑問との意

見があった。マレイシア側とプロジェクト名称について協議した際に、「プロジェクトの目

標はNIOSHの機能強化が中心であるため、プロジェクト名称にNIOSHの機能強化を加える

こと及び中小企業の名称はプロジェクト活動内容が中小企業に限定しているように受け取

られかねないので削除したい」との意見が述べられた。これらについては、日本側も同様の

考えであったので、上記のとおりのプロジェクト名称とすることで双方合意した。

（2）人的資源省側の管理体制

事前調査において、DOSH局長をプロジェクトディレクターとすること及び副プロジェ

クトマネージャー 1名をDOSHより選出することで合意していた。実施協議においても同

様とすることで双方合意し、副プロジェクトマネージャーについては、Mohtar副局長を任

命することとし、R/D及びミニッツに記載した。

（3）NIOSHにおける運営管理体制

事前調査において、NIOSH所長をプロジェクトマネージャーとすること及び副プロジェ

クトマネージャー 1名をNIOSHより選出することとしていた。実施協議でも同様とするこ

とで双方合資し、副プロジェクトマネージャーについては、Sulaiman労働衛生課長を任命

することとし、R/D及びミニッツに記載した。

（4）合同調整委員会

事前調査において、合同調整委員会の機能及び構成メンバーについて基本的に合意され

ているが、NIOSHの各課長については、個々の部署名が入っていなかった。実施協議にお

いて、プロジェクトディレクター（DOSH局長）を議長とし、DOSH副局長、NIOSH所長、

NIOSH各課長を指定し、R/Dに記載した。なお、NIOSHの各課長については、各役職名を

入れてR/Dに記載することとした。

（5）プロジェクト組織図

事前調査の段階ではプロジェクト組織図は未作成であったので、今回日本側において案
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を作成し、マレイシア側と協議を行った結果、原案どおり承認され、ミニッツのAppendix

IIIに記載した。

（6）運営委員会

事前調査では運営委員会を創設することのみにとどまっており、機能及び構成メンバー

についてはミニッツには記載されていなかった。今回調査において、運営委員会の機能及

び構成メンバー案を日本側で作成し、協議した結果、議長をプロジェクトマネージャー

（NIOSH所長）とし、マレイシア側メンバーをNIOSH各課長、事務部門の責任者等として、

ミニッツのAppendix IVに記載した。

3－ 2－ 3 マレイシア側投入計画

（1）職員の配置

職員の配置について、マレイシア側より本プロジェクトの運営に対して次のように職員

を配置する旨の説明があり、当方もこれを了承した。

1） マレイシア側カウンターパート

a） プロジェクトディレクター

人的資源省労働安全衛生局（DOSH）長（Ir. Abu Bakar）

b） プロジェクトマネージャー

NIOSH所長（Ir. Dr. Johari Bin Basri）

c） 副プロジェクトマネージャー

DOSH連邦担当局長（Ir. Mohtar）

NIOSH労働衛生課長（Dr. Sulaiman）

d） その他分野別カウンターパート

ア . 産業衛生工学課

副課長、化学者 2名、テクニシャン 1名

イ . 労働衛生課

課長（Dr. Sulaiman）、専門看護婦 2名、テクニシャン 1名

ウ . エルゴノミクス課

課長（Dr. Jalaluddin）、電気技師 1名、産業心理学者（Work Psycologist）1名

エ . 一般安全課

課長、電気技師 1名、機械技師 1名

オ . 教育課

課長、化学者 1名、生物医学者（Biomedical Scientist）1名
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カ . 化学安全課

係長（Unit Head）、化学技師 1名

キ . 情報技術広報課

課長（Mr. Haq）、情報及び広報担当者 1名、システムアナリスト 1名

2） マレイシア側の事務職員

a） 庶務係長

b） 庶務係職員

c） 秘書

d） タイピスト

e） 運転手

f） 機器運転管理スタッフ

g） その他プロジェクト運営のために必要なスタッフ

（2）プロジェクト経費

マレイシア側より、次に係る経費はマレイシア側により支弁する旨の説明があり、日本

側もこれを了承した。

1） カウンターパート及び事務職員のサービス提供に係る経費

2） 土地、建物、施設に係る経費

3） 機械、機器等の供給、交換等プロジェクトの運営に必要な経費

4） 電気、水道等のプロジェクトのランニング経費

なお、当面、日本人専門家のための事務所のリノベーションと事務機器の導入、国内移

動旅費、消耗品等のために 10万リンギット（約 300万円）を準備している旨説明があった。

（3）土地、施設及び建物

マレイシア側は、電気、水道、冷房施設等を含めて、以下の設備を提供することとなっ

た。

1） 教室

2） 図書館

3） 講師室

4） 庶務室

5） チームリーダー執務室

6） その他専門家執務室

7） 会議室
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8） 印刷室

9） 実験室

10）コンピュータールーム

11）倉庫　等

NIOSHの各施設の視察、調査を行ったところ、上記については問題がないことを確認し

た。

3－ 2－ 4 日本側投入計画

（1）専門家派遣

1） 長期専門家

長期専門家の分野、人数については、事前調査と同様、チーフアドバイザー、業務調

整、労働衛生工学、健康管理／人間工学の 4専門家である。全長期専門家ともプロジェ

クト開始日の 11月 15日に派遣予定となっている。

2） 短期専門家

短期専門家については、R/Dでは「プロジェクトの円滑な実施のために必要に応じて派

遣される」との記述にとどめているが、協議のなかで「5年間で約25～ 30名程度、労働衛

生分野が中心、1か月以内の短期間派遣の専門家が大半を占める」旨の説明を行った。

（2）研修員受入れ

R/D上では研修員を受け入れることのみの記載にとどめているが、5年間で 15名程度の

派遣を目安としている。各年度ごとの研修員派遣計画については、日本・マレイシア双方

で協議しながら決定することとなる。

（3）機材供与

NIOSH側から日本側に供与希望機材の一覧表（表－ 1）が提示された。
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表－ 1　NIOSH要望機材一覧表
No. Equipment Cost（RM） Cost（¥） 必要度
1 Autosampler 30,000 900,000

○
（High Performance Ion Chromatograph用）

2 Autosampler 70,000 2,100,000
○

（Gas Chromatograph MSD用）

3 Autosampler 20,000 600,000
○

（Atomic Abaorption Flam用）

4 Autosampler 20,000 600,000
○

（High Performance Liquid Chromatograph用）

5 Sampling equipment 300,000 9,000,000
○

（Pump etc.）

6 Local Exhaust Ventilation Testing, Research & Development Facilities 400,000 12,000,000 ○

7 Establishment of Personal Protective Equipment Testing Facility 600,000 18,000,000 ○

8 Mobile Health Examination Unit（3 types） 500,000 15,000,000 △

9 Mobile Van Occupational Hygine Monitoring 200,000 6,000,000 △

10 Conduction Equipment 150,000 4,500,000 △

11 Computerised Anthropometric Measurements 1,300,000 39,000,000 ×

12 Scanning Electron Microscope（SEM） 800,000 24,000,000 ×

13 Inductive Coupled Plasma（ICP-AES） 400,000 12,000,000 ×

14 Printing & Publication Equipment 250,000 7,500,000 ×

Total 5,040,000 151,200,000

※日本円は 1リンギット 30円で計算

しかしながら、NIOSHの現有する機器を確認したところ、この表に示された機器よりも

優先度の高い機器があると判断した。また、NIOSHは水素ボンベを実験室内に設置してい

るが、安全面から判断して改善が必要であると考えた。

以上のことを参考に日本側からの機器供与は必要頻度の高い機器を優先する必要がある

と考え、今回の調査段階でNIOSHの現有機器から判断したプロジェクトに必要な機器と概

算の見積り額を表－ 2に示した。内容が相当違うため、実際にプロジェクトが始まった段

階でNIOSH側と日本側で協議する必要がある。

3－ 2－ 5 プロジェクト実施計画

（1）協力期間・開始時期

協力期間については、事前調査での合意のとおり 5年間とし、開始時期については、日

本側が提案した 2000年 11月 15日開始、2005年 11月 14日終了で双方の合意を得た。
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（2）プロジェクト基本計画

事前調査でPCMワークショップを開き、上位目標、プロジェクト目標、成果、活動等は

基本的に合意された。しかしながら、事前調査以降これらを再検討した際に、プロジェク

ト目標が大きすぎて成果が生まれない可能性があることが判明したため、実施対象を限定

するなどして、5年間で達成可能なスケールにする必要があった。そこで、本調査団出発前

の会議等で日本側で再検討した結果、事前調査で作成したプロジェクト目標を上位目標と

し、プロジェクト目標は上位目標及びマレイシア国内における労働衛生分野が抱える問題

を踏まえ、NIOSHが達成すべき具体的な内容とした。成果、活動についても、プロジェク

ト目標と同様の方針として、日本側で修正案を作成してマレイシア側と協議した結果、日

本側案が了承された。

合意されたプロジェクト基本計画の内容は以下のとおりである。

1） 上位目標

製造業、建設業等における労働災害及び職業病が減少する。

2） プロジェクト目標

労働安全衛生センター（NIOSH）の機能（技術指導機能、人材育成機能、情報収集・提

供機能等）が向上する。

3） 成　果

a） 作業環境管理についての手法が習得される。

b） 職業病及び作業関連疾患についての予防手法が開発される。

c） 人間工学の観点からの作業管理の仕組みが改善される。

d） 労働安全衛生に係る教育・訓練プログラムが改善される。

e） 安全衛生意識の向上のための情報収集・提供機能が進展する。

f） 安全衛生施策の立案に必要な情報を提供する機能が強化される。

4） 活　動

a） 3）の a）関係

ア . 事業場における化学物質等の使用実態等を調査し、必要な技術的手法及び範囲を

確定する。

イ . 化学物質等の同定、サンプリング、測定及び評価についての手法及び技術を習得

する。

ウ . 作業環境における労働者への曝露レベルの評価手法を習得する。

エ . 局所排気装置等の作業環境の改善のための手法及び技術を習得する。

b） 3）の b）関係

ア . 職業病の発生状況及び健康診断制度の実施状況を調査・分析する。
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イ . 特定された危険有害要因についての適切な健康影響評価の技術的手法を習得する。

ウ . 職業病及び作業関連疾患の診断技術を習得する。

エ . 健康影響評価の結果に基づき講じられる事後措置の手法を習得する。

オ . 職業病のモニタリングシステムを確立する。

c） 3）の c）関係

ア . 事業場における人間工学の観点からの問題点を特定・分析する。

イ . 特定された危険有害要因について人間工学的な評価及び改善の技術を習得する。

ウ . 人間工学に基づく労働衛生手法を検討する。

エ . 防塵マスク及び防毒マスクの試験に関する技術を習得する。

d） 3）の d）関係

ア . 現行の安全衛生教育プログラムをレビューする。

イ . 安全衛生教育プログラムの問題点等について把握する。

ウ . 現行のカリキュラムを改善し、新たなカリキュラムを開発する。

エ . 労働衛生分野の担当者の教育を実施する。

e） 3）の e）関係

ア . NIOSHの活動の広報について検討する。

イ . 本プロジェクトの活動を取りまとめた「プロジェクトニュースレター」を公表す

る。

ウ . セミナー、ワークショップ、展示会等を開催する。

f） 3）の f）関係

ア . 中小企業に対する安全衛生に関する施策を検討する。

イ . 安全衛生分野における我が国の経験に基づき、政策全般についてアドバイスを行

う。

（3）技術協力分野

本プロジェクトの技術移転分野は以下の 7分野である。

1） 作業環境測定、評価及び改善

a） 作業環境測定及び評価（有機溶剤、紛じん、重金属、特定化学物質）

b） 局所排気装置の設計等

2） 人間工学（作業管理）

a） VDT作業

b） 筋骨格系障害

c） 暑熱
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d） 騒音

e） 振動

f） 呼吸用保護具（防毒マスク、防塵マスク）

3） 健康管理

a） 有機溶剤

b） 紛じん

c） メンタルヘルス

d） 疲労

e） 重金属

f） 特定化学物質

4） 生物学的モニタリング

a） 有機溶剤

b） 重金属

c） 特定化学物質

5） 労働衛生管理者の教育・訓練

a） 産業医

b） 衛生管理者

c） 労働衛生専門官（監督官）

d） 工学衛生管理者（Industrial Hygiene）

6） 中小企業における安全衛生管理

a） 労働安全衛生マネジメントシステム

b） 中小企業における安全衛生対策支援制度

7） 安全衛生行政に対する指導・助言

3－ 2－ 6 暫定実施計画（TSI）

事前調査においてTSIは作成されていなかったため、本調査において通年分TSI及び 2001年

までの TSI案を日本側において作成し、協議を行った。協議の結果、日本側案が了承され、ミ

ニッツのAppendix I、IIとして記載した。なお、日本側では短期専門家の派遣予定、研修員受入

れの予定時期まで記入した予定表を作成したので、マレイシア側にこれを手交し、詳細な計画

を説明した。プロジェクト開始後はこの詳細な案をベースにして通年分のプロジェクト活動計

画を双方で検討することになる。
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3－ 2－ 7 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

1999年 10月、DOSH局長及びNIOSH所長をはじめとするマレイシア側担当者と日本側事前調

査団双方によるPCMワークショップにおいて作成された旧PDMは、労働安全衛生教育の充実化

を図ることによりマレイシアの労働災害及び職業病を減少させるというプロジェクトの方向性

は正当ではあるものの、プロジェクト目標が大きく、またその成果に対する国立労働安全衛生セ

ンター（NIOSH）の活動が不明確であった。

本調査団は、事前調査における問題分析及び目的分析の結果及び旧 PDMを尊重しつつ、本プ

ロジェクト目標を『NIOSHの機能強化』として改訂 PDM（案）を作成し、DOSH及びNIOSHの関

係者に説明を行った。DOSH側及びNIOSH側からは、事前調査団と作成した旧PDMとは表現が

多少異なるとはしながらも目的とするところは同じとの理解が得られた。マレイシア側担当者

と日本側事前調査団双方の議論を経て、改訂PDM（案）の成果、活動及び指標等を一部修正し、

本プロジェクトの PDMが作成された。

マレイシア側と合意した PDMはミニッツのAppendix VIに記載し、和訳を表－ 3に示した。

3－ 2－ 8 Aフォーム手続き

専門家要請書（A1）については、プロジェクト開始日（2000年 11月 15日）より長期専門家を派

遣する予定があることから、10月中の提出を求め、研修員要請書（A2A3）及び機材要請書（A4）

については、専門家着任後に双方で検討したうえで提出することを先方に依頼し、ミニッツに記

載した。

3－ 2－ 9 UNDPとの協力

UNDPが本プロジェクトとは別に、労働安全衛生分野における技術協力を行うことになってい

るため、クアラルンプールのUNDP事務所を訪れ、次長の Joyce yu氏及びプロジェクト担当の

Tam Pham氏と面談した。

UNDPは、ILOと協力して、農業、インフォーマルセクター等の安全衛生の水準向上のために、

特に政府の行政能力の向上のための活動を行うことにしており、2001年 1月からプロジェクト

を開始することになっている。セクター及び協力内容において、本プロジェクトとの重複部分は

あまりなく、バッティングする問題は少ないと考えられる。UNDP側からは、今後 JICAのプロ

ジェクトとも緊密な連携を図っていきたいこと、同様にプロジェクトを計画しているデンマー

ク環境開発公社（DANSED）も加え、三者でドナー会議を開催していきたいことなど、要望の表

明があった。これに対して、当方も緊密な協力をしていくことにはやぶさかでない旨返答し、今

後プロジェクトが開始されて以降、チーフアドバイザーを中心に調整を行っていくこととした。

なお、DNDP側からは、本プロジェクトの内部委員会（合同調整委員会ないし運営委員会）に参



- 24 -

加したい旨の要請があった。マレイシア側（NIOSH所長）の反応は、合同調整委員会であるなら

ば特に支障はなくUNDPが参加しても差し支えないということであった。国連関係機関との連

携は今後進めるべき課題であり、UNDPが合同調整委員会へオブザーバーとして参加する一方、

JICA側もUNDPのプロジェクトの内部委員会に出席することは望ましいと考えられるが、これ

については今後日本側で検討する必要がある。

なお、現在、マレイシアにおいて実施が予定されている本プロジェクト以外の労働安全衛生

分野におけるプロジェクトは、以下のとおりである。

（1）労働安全衛生行政能力の向上（OSH Institutional Capacity Building）

実施機関 UNDP（ILOとの協力）

セクター 漁業、農業、林業、運輸業、サービス業

協力項目 インフォーマルセクター、女性、安全衛生、行政の監督指導機能の強化、

ILO基準に基づいたアクションプラン、ガイドライン、コードの作成

協力相手 DOSH

期　　間 3年間（2000～ 2003年）

予　　算 70万米ドル

（2）電子機器産業及び建設業におけるマレイシア労働者の安全衛生プログラム（O S H

Programme for Malaysian Workers in Electronic and Construction Industries）

実施機関 DANCED

セクター 建設業、電子機器産業

協力項目 安全衛生推進のための労働組合の能力向上

労働組合の法制度への影響力の強化

協力相手 MTUC（マレイシア労働組合評議会）

期　　間 3年（2000～ 2003年）

予　　算 120万米ドル
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表－ 3　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）和訳
プロジェクト名：労働安全衛生能力向上計画

プロジェクトの要約 指　標 指標データ入手手段 外部条件

1. 労働災害及び職業病の減少

2. 労働安全衛生法令に対する違反率の減少

1. 労働安全衛生管理のためのガイドライン作

成数

2. NIOSHが実施する健康診断及び作業環境測

定の件数

3. 作業環境等の改善に関する技術指導の実績

数

4. NIOSHよる防塵マスク及び防塵マスクの検

査件数

5. 教育訓練を受けた事業者数と労働者数及び

訓練内容の改善

6. 労働災害及び職業病に関する情報の質的向

上及びアクセス数

1～ 3.

① 管理技術を習得した職業数及び達成度

② 標準手順の整備状況

③ NIOSHにおける設備及び機器の充足状況

4-1. カリキュラムの整備状況

4-2. NIOSHによる訓練の種類及び参加者数

5-1. セミナー等の開催状況

5-2. 情報システムの整備状況及びアクセス数

6. 人的資源省への情報提供数

上位目標

マレイシアにおける製造業、建設業における労働災害及び職

業病が減少する。

プロジェクト目標

国立労働安全衛生センター（NIOSH）の機能（技術支援、人材

開発、情報収集と提供）が向上する。

成　果

技術支援機能

1. 作業環境の管理技術が習得される。

2. 職業病及び作業関連疾病の予防体制が改善される。

3. 人間工学的見地から作業管理システムが改善される。

人材育成機能

4. 労働安全衛生（OSH）訓練プログラムが改善される。

情報提供機能

5. 労働安全衛生意識の向上のための情報収集機能と提供機

能が充実化される。

6. 政策策定に必要な情報提供機能が強化される。

1. SOSCOの統計

2. DOSHのデータ

1～ 6. NIOSHの出版物及びデータ

1～ 4. NIOSHの出版物及びデータ

5. 広報活動に係る出版物

6. NIOSHの出版物及びデータ

・マレイシア経済が安定して成長する。

・マレイシア事業者は労働災害及び職業

病に関する政策を受け入れる。

・NIOSH活動が事業者に受け入れられ

る。

・NIOSH スタッフが適正に管理され

る。
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投　入

1. マレイシア側

（1）NIOSHの施設

（2）必要資機材

（3）専任カウンターパートの配置

（4）プロジェクト実施に必要な費用

2. 日本側

（1）専門家派遣

長期専門家（4名）

1） チーフアドバイザー 1名

2） 調整員 1名

3） 産業衛生 1名

4） 健康管理／人間工学 1名

短期専門家はプロジェクトの円滑な実施のため必要に応じ派遣される。

（2）カウンターパートの日本研修

マレイシア人カウンターパートは年間実行計画に基づき、技術協力の予算措置の

範囲内で日本において訓練される。

（3）機材供与

プロジェクトの効果的な実施に必要な機材の一部を技術協力の予算措置の範囲内

で供与する。

・カウンターパートが本プロジェクト

から異動しない。

前提条件

・NIOSH活動に必要な予算措置が適切

になされる。

・適正数のカウンターパートが配置さ

れる。

活　動

1-1 事業場における化学物質等の使用実態を調査し、必要な

技術の種類及び範囲を決定する。

1-2 化学物質等の同定、サンプリング、測定、評価の手法及

び技術を習得する。

1-3 作業環境における労働者への曝露レベルの評価手法を取

得する。

1-4 局所排気システムをはじめ、作業環境改善のための手法

及び技術を習得する。

2-1 職業病発生の実態及び健康診断制度の運用状況を調査

し、分析する。

2-2 抽出された危険要因に対する適切な健康影響評価の技術

的手法を習得する。

2-3 健康影響評価の結果に基づく事後措置の方法を習得す

る。

2-4 職業病のモニタリング制度を確立する。

3-1 人間工学的な見地から事業場における問題点を特定し、

分析する。

3-2 抽出された危険要因に対し、人間工学的な評価及び改善

のための技術手法を獲得する。

3-3 人間工学的な考察に基づく労働安全衛生のための方法を

検討する。

3-4 防塵マスク及び防毒マスクの検定に関する技術手法を習

得する。

4-1 現行の労働安全衛生（OSH）プログラムをレビューする。

4-2 上記プログラムの問題点、及び訓練ニーズを把握する。

4-3 現行のカリキュラムを改善し、新カリキュラムを作成す

る。

4-4 労働安全衛生分野に勤務するスタッフにOSH訓練を実

施する。

5-1 NIOSHの活動の広報方法について検討する。

5-2 プロジェクト活動の「プロジェクトニュースレター」を

定期刊行する。

5-3 セミナー、ワークショップ及び展示会を開催する。

6-1. 中小企業の基準を検討する。

6-2. OSH分野における日本の経験に基づき、総合的な政策を

助言する。
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4.　プロジェクト実施上の留意点

4－1 プロジェクト実施体制

4－ 1－ 1 運営管理体制

マレイシア側の運営管理体制は、前述 3－ 2－ 2のとおりで、プロジェクト運営のための職員

の配置については、以下の配置が確認され、プロジェクトの運営に支障はないと考えられる。

（1）プロジェクトディレクター

（2）プロジェクトマネージャー

（3）副プロジェクトマネージャー　2名

（4）その他分野別カウンターパート　22名

また、年に1回以上開催する合同調整委員会、月1回以上開く運営委員会の設置も合意さ

れた。

NIOSHのような政府関係機関に対するプロジェクト事業においては、これを所管する政

府機関・労働安全衛生局（DOSH）がいかにプロジェクトに対する支援を続けるかというこ

とが重要になると考えられる。これについては、DOSHのAbu Bakar局長は事前調査団派遣

時以来、本プロジェクトの形成に関与し、十分に理解している。さらに、先方の返礼夕食

会の席上、同局長から「最初の合同調整委員会は 12月に開くことができるか」との質問が

あったことが示しているように、DOSHとして極めて大きな期待をしている旨表明してい

るので、監督指導機関としての支援は期待できるものと考えられる。

4－ 1－ 2 マレイシア側投入計画

マレイシア側の人的投入については上記のとおりであるが、既にNIOSHは労働安全衛生の指

導教育機関として機能している機関であり、電気、ガス、冷房等のユーティリティ、輸送、移

動、活動のための各種施設、設備についてすでに条件をクリアしているものと考えられる。今

後、マレイシア経済の状況に大きな変動がない限り、マレイシア側の準備すべきプロジェクト

実施のための諸条件は確保されるのではないかと考えられる。

なお、プロジェクト活動のうち、労働衛生管理については医師の配置が必須であるが、現在、

医師は労働衛生課長のDr. Sulaimanのみであり、技術移転の対象となる医師の数が十分かどうか

の議論があった。しかし、上記労働衛生管理のための活動のうち、医師であることが必須であ

る項目は、マスタープラン4（2）（c）の職業病及び職業関連疾病の診断技術の獲得のみであり、当

面は同課長のみで対応できるものと考えられる。なお、Basri NLOSH所長によれば、2001年度



- 52 -

もう 1名の医師の採用が実現する可能性が高いとのことであった。

4－ 1－ 3 日本側投入計画

ミニッツ添付資料のTSIのほかに、これをさらに詳細に表記した詳細版TSIを示し、あくまで

も現時点での案であることを確認しつつ、これに基づいて、5年間にわたる日本側の投入計画を

説明し、大筋でマレイシア側の合意を得た。

今後、これに基づき協力事業を実施していくこととなるが、マレイシア側の準備体制と意欲、

さらにはマレイシア側が既にこの分野において到達しているレベルを考慮すると、日本側も

チームリーダー以下の長期専門家の努力はもちろん、今後派遣する短期専門家についてもその

質、派遣時期、協力内容を十分に考慮して対応する必要がある。また、研修員の受入れについ

ても、その内容及び受入先の選定についても同様である。

4－2 プロジェクトの実施計画

（1）活動について

プロジェクト実施計画は、TSIに基づき、マレイシア側と相談しつつ早急に作成する必要が

ある。当面の 2001年までの活動については、詳細はマレイシア側と協議して確定すべきもの

であるが、概略以下のようなことが考えられる。

1） 作業環境管理分野

a） 有機溶剤を中心とした作業環境測定、評価手法の技術移転

短期専門家の派遣を伴った測定方法、評価手法等の技術移転を2001年度の早い段階に

実施する。日本への研修員の派遣は 2001年度に実施する。作業環境管理分野では、マレ

イシア側は独自に一定の機材を調達してはいるが、ガスクロマトグラフをはじめ、技術

移転の実施には十分ではない。技術移転の内容が機器の操作、管理、試料の採取、調製

というように極めて技術的な事項になるため、事前の機材の調達がこの技術協力の実施

の前提になる。

b） 作業環境改善のための技術の移転

この技術移転は、日本から供与する予定の局所排気装置を使用して行うことが中心に

なる。この技術移転の中心的活動はプロジェクトの中間時期以降で差し支えないが、局

所排気装置は、NIOSHの設備の大きさ、規格に合わせて設置する装置物であるために、設

置の前に事前の調査（現場調査、設計等）をする専門家の派遣が必要である。この専門家

の派遣はできるだけ早い時期（できれば 2000年度内）に実施する必要がある。

2） エルゴノミクス

協力を予定しているVDT作業、筋骨格系、暑熱寒冷、騒音、振動のうち、2001年度には
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VDT作業について技術移転を行う。この技術移転についても視力、作業姿勢等に関連する

計測機器が必須であり、上記 1）の a）と同様の機材調達の課題がある。

3） 健康管理

2001年度は、短期専門家の派遣を行い、有機溶剤に対する健康管理を行うものとする。機

材については、上記 1）、2）と同様の問題がある。

4） 生物学的モニタリング

2001年度は短期専門家の派遣を行い、有機溶剤についての技術移転を行う。機材の問題

は同様である。

5） 労働安全衛生教育

現在NIOSHが実施している安全衛生教育の実態を早急に把握し、見直しが必要なカリ

キュラム及び新たに作成する必要のあるカリキュラムを決定し、この改定、作成作業を開

始する。2001年度中にカウンターパート研修を行う。

6） 政策アドバイス

中小企業に対する政策等についてのアドバイスを行う。2001年度中にカウンターパート

研修を行う。

（2）機材について

1） 2000年度機材について

上記（1）のとおり有機溶剤等について各協力分野ごとに 2001年度から短期専門家の派遣

も予定しており、必要な機材を調達する必要がある。このためにはプロジェクト開始以降、

早急にマレイシア側が調達するものと日本側が調達するものとの仕分けを行い、仕様の決

定等の調達の作業に取りかかる必要がある。

2） 機材全般について（要約ないしその他特記事項に書くべきことかも知れない）

今回の実施協議では、一環してマレイシア側のやる気と協力的な姿勢がうかがえ、日本

側の提示した活動計画、PDMが、事前協議などで議論されてきたものを大幅に変更したも

のであるにもかかわらず、おおむね協議は順調に推移したということができる。

ただし、機材に関する議論については、日本・マレイシア間で思惑の違いが現れた面も

ある。

日本側は機材に関する議論のなかで、本プロジェクトでの日本側からの機材供与は最大

でも 1億 5,000万円程度という説明をしたが、これに対してマレイシア側はかなり不満な表

情を見せたことから、もっと大きな期待をもっていた可能性がある。事前協議調査団の報

告等によればマレイシア側は、機材、機材と要求してくる大方のプロジェクトに比べ、機

材などは目的ではなく、日本の技術そのものを習得したいと願っているとのことであった
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が、今回の協議では事前協議調査団の報告とはかなり異なった反応を示した。

マレイシア側が本プロジェクトの実施に強い熱意と協力の姿勢を示していることは事実

だが、機材の供与は、先方の財政状況に直接のインパクトを与えるだけに、その実施には

慎重な配慮と綿密な調整が必要である。

マレイシア側は要望機材のリストを作成していたが、先方要請分だけで既に 1億 5,000万

円に達しており、これらをすべて認めれば日本側が必要と考える機材は一切供与できなく

なる。特に、マレイシア側は防塵マスク、防毒マスクといった保護具の検定施設を要求し

てきている。これら労働衛生保護具の検定制度は、まだ制度としてマレイシアに存在しな

いので、是非日本の制度にならって制度導入をしたいという。保護具の検定制度は労働衛

生の確保、推進のためには必須の制度であり、この制度設立に対する協力は大いに意義の

あることであるが、検定施設を供与するとすれば他の協力項目の機材供与を圧迫せざるを

得ず、今後調整の難しい論点になり得る側面を有している。
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5.　訓練施設概要

（1）教育訓練用施設

教育訓練施設としては、①講堂（200人収容）、②教室（25名× 4室）、③討議室（12名×10室）、

④図書館、⑤宿泊施設（80室）を有している。各講堂、教室、討議室には視聴覚教材が使用でき

るようになっている。図書館は蔵書がまだ非常に少ないが、受講者が自由に使用できるパソコ

ンが設置されている。

（2）Industrial Hygiene Division

①分析機器室、②サンプリング機器室、③エアロゾル曝露室、④局所排気装置実験室がある。

分析機器室、サンプリング機器室にはある程度の分析用機器が整備されているが、必要な機器

の一部しかない。他の部屋に関しては場所の確保がされているにとどまっている。しかしなが

ら、広さなどは十分である。

（3）Occupational Health Division

検査室が 3部屋程度あり、各部屋に若干の機器が導入されているが、必要な機器はほとんど

そろっていない。仮に今後健康診断を行うとなると若干手狭である。

（4）Ergonomic Division

検査室が 3部屋程度あり、各室に機器が設置されている。部屋が手狭なため今後機器の提供

を行う場合、場所の確保も必要となる。ここでは、人間工学の見地からビデオの作成を行う部

屋も併設されている。

（5）Information Division

①ビデオ編集室、②印刷室、がある。ここで、NIOSHの出版物、ビデオを作成している。

（6）その他

所内はLANで接続されている。またMultimedia Super Corridorの関係から、インターネット環

境も良好である。
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6.　事業事前評価表の作成

本調査団により、以下の事業事前評価表が作成された。

事業事前評価表（プロジェクト方式技術協力）
1. 対象事業名

労働安全衛生能力向上計画

2. 我が国が援助をする必要性・妥当性

（1）マレイシアは、貿易・投資等の面で我が国と密接な相互依存関係を有し、また「東方政策

（Look East Policy）」を掲げて経済開発に取り組んでおり、我が国にとって政治・経済面にお

いて重要な存在である。

〈在留邦人数〉1万 1,726人（首都クアラルンプール在留者は 5,912人；1998年現在、）

〈日本とマレイシアの貿易投資関係〉
1997年 1998年 1999年

①　マレイシアへの輸出（電気機器、輸送用機器等） 48,497.6 44,854.5 51,803.1

②　マレイシアからの輸入（機械機器、鉱物性燃料等） 27,484.9 30,236.9 37,289.0

③　日本からマレイシアへの直接投資 2,164.3 1,867.9 *804.3

注：①及び②の単位；100万ドル、③の単位；100万リンギット、*1999年 1月から 8月合計

（2）1988年から 1995年までの実質経済成長率は年平均 8.9％の高水準を達成したが、1997年

7月に起きたアジア経済危機により、マレイシア経済は一時打撃を受けた。しかし、1999年

以降徐々に回復基調にある。

〈経済成長率の推移〉

1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

実質GDP成長率（％） 10.0 7.5 -7.5 4.3 5.0

注：1999年は推定値、2000年については予測値

（3） 社会保障機構（SOCSO）統計による労働災害件数と産業別発生件数は以下のとおり。

〈労働災害件数（Frequency of Reported Accidents）〉

1995年 1996年 1997年 1998年

1.　事業所（workplace）事故件数 99,413 91,737 73,086 68,579

（件数／ 10,000人） （257） （224） （175） （158）

2.　通勤途中（commuting） 14,721 14,771 13,503 16,759

合　計 114,134 106,508 86,589 85,338
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〈産業別労働災害発生件数（Number of Accidents Industry）（1998年）〉

永久障害 死　亡 小　計
1.　農林水産業 563 36 12,678

2.　鉱業・採掘業 99 8 739

3.　製造・加工業 4,394 228 37,261

4.　建設業 571 104 979

5.　電気・ガス・水道・保健サービス業 88 12 3,573

6.　商業 1,465 139 12,986

7.　運輸・倉庫・通信業 603 78 4,050

8.　金融・保険業 143 15 700

9.　サービス業 737 94 5,294

10　公　務 2,063 334 7,078

小　計 10,736 1,046 85,338

3.　事業の目的等：労働安全衛生対策の需要

（1）国家計画との関連

マレイシアでは、国際競争力の強化と高経済成長の維持をめざした第 2次長期総合計画

（OPP2）に沿った第 7次マレイシア計画（1996～ 2000年）が進められており、労働安全衛生

プログラム（主に運輸業、製造業、建設業）の拡充、国立労働安全衛生センター（NIOSH）に

よるビル建設、化学薬品利用及び火災危険等の安全規則に関する研修が実施されている。

現在策定中の第 8次マレイシア計画（2001～ 2005年）では、労働安全衛生法（1994年制定）

に基づく労働安全衛生の全国的な啓蒙のため、NIOSHの機能強化が期待されている。

（2）国立労働安全衛生センター（National Institute of Occupational Safety and Health: NIOSH）の

現況

1992年に設立されたNIOSHは、管理部門と 7部門（Training、Ergonomics、General Safety、

Chemical Safety、Industrial Hygiene、Information Technology & Dissemination、Occupational

Health）からなる。現在（2000年 10月）、7部門には当初予定の半数程度（53名）が勤務して

いるが、多くのスタッフの労働安全衛生教育分野における経験は不十分である。

4. 事業内容

（1）対　象

マレイシア　国立労働安全衛生センター

（National Institute of Occupational Safety and Health: NIOSH）

（2）成　果

1） 技術支援：作業環境の管理技術の習得、職業病及び作業関連疾病の予防体制改善、人

間工学的見地から作業管理システムの改善

2） 人材育成：労働安全衛生（OSH）訓練プログラムの改善
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3） 情報提供：労働安全衛生意識向上のための情報収集と提供機能の強化

政策制定に必要な情報の提供

（3）投　入

1） 専門家（人数、分野）

・長期専門家（各分野 1名）

a）　チームリーダー 　b）　調整員　　c）　産業衛生　　d）　健康管理／人間工学

・短期専門家

プロジェクトの円滑な実施のため必要に応じ派遣される。

2）研修員受入れ

年間実行計画に基づき、技術協力の予算措置の範囲内で日本において訓練される。

3） 機材供与

（4）総事業費

機材購入搬送費及び機材据付費 1億 5,000万円（予定）

現地活動費は別途計上

（5）スケジュール

2000年 11月 15日から 5年間とする。

（6）実施体制

人的資源省労働安全衛生局長はプロジェクトディレクター、NIOSH所長はプロジェクト

マネージャーとしてプロジェクトの実施・運営にあたる。また、合同調製委員会（Joint

Coordinating Committe）を少なくとも年 1回、運営委員会（Steering Committe）を少なくとも月

1回、原則として開催する。

5. 成果の目標数値等

（1）管理手法を習得した職員数と達成度、標準手順の整備状況、必要設備・機材の充足度

（2）カリキュラムの整備状況、訓練の種類と参加者数

（3）セミナー等の開催状況、情報システムの整備状況とアクセス数、政府への情報提供数

6. 外部要因リスク

（1）マレイシア経済の変動

（2）マレイシア側負担による機材調達・設置の遅れ

（3）カウンターパートの配置の遅れと異動
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（4）労働災害被災者及び職業病疾病者の把握状況（外国人労働者数も含む）

（5）マレイシア事業者の違法度

7. 今後の評価計画

（1）終了時評価に用いる成果指標

・NIOSHの機能強化（職員の人数、質及び定着度、施設と機材の充実度、カリキュラム、

研修受講者数、情報収集数と提供数、等）

・産業界（特に製造業）のNIOSHへの評価

（2）評価のタイミング

・2003年（3年目）に中間評価、2005年（5年目）に終了時評価

・プロジェクト終了 5年後に事後評価





付　属　資　料

1. NIOSHにおける訓練コース数と参加者数

2. NIOSHの組織図と人員配置

3. NIOSHが所有する機材リスト
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